
 
 

 
 
 
 

令和２年度 
 

集 団 指 導 資 料 
 

（共 通 編） 
 
 
 
 
 
 
        
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和３年３月 
 

岡山市保健福祉局 高齢福祉部 事業者指導課 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



目  次 
 

 

 １ 指導監査について                     ･････････････  １ 

    ・介護サービス事業者等に対する指導及び監査の実施方法 

 

 ２ 令和３年度介護報酬改定の主な事項について         ･････････････  ５ 

 

 ３ 介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算について  ･････････ ３６ 

 

 ４ 高齢者虐待の状況について                   ･････････････ ３９ 

 

 ５ 利用者の安全確保（防犯・防災）について         ･････････････ ４２ 

 

 ６ 業務継続計画（ＢＣＰ）策定について           ･････････････ ５４ 

 

 ７ アセッサー講習受講支援補助金について            ･････････････ ５７ 

 

 ８ 事業所対応向上講師派遣事業について               ･････････････ ６１ 

 

９ 岡山市地域医療介護総合確保基金事業費補助金について    ･････････････ ６４ 

 

１０ 岡山市介護保険事故報告事務取扱要綱            ･････････････ ６５ 

 

１１ 社会福祉施設等における新型コロナウイルス感染症対策の手引き ･･････････ ６９ 

 

１２ 介護サービス情報公表制度について             ･････････････ ８３ 

 

１３ 介護ロボット普及推進事業について             ･････････････ ８５ 

 

１４ メールアドレスの登録について               ･････････････ ８６ 

 

１５ 集団給食施設の設置者・管理者のみなさまへ         ･････････････ ８８ 

 

１６ 生活保護法介護扶助について                         ･････････････ ８９ 

 

１７ 押印見直しに伴う各種様式の改訂について（介護保険課）   ･････････････ ９５ 

 

１８ 給付適正化システムの導入についてのお知らせ（介護保険課） ･････････････ ９９ 

 

１９ 過誤申立方法変更のお知らせ（介護保険課）         ･･･････････ １０１ 

 

２０ 介護労働安定センターからのお知らせについて        ･･･････････ １０２ 

 

２１ 岡山労働局からのお知らせについて                   ･･･････････ １０８ 



1 
 

１  指導監査について  
 

介護サービス事業者等に対する指導及び監査の実施方法 
 
１ 指導 
   サービスの内容及び費用の請求等に関する事項について周知徹底を図るとともに、 

改善の必要があると認められる事項について適切な運用を求めるために、介護保険 

法第２３条の規定に基づき実施します。 

 
(1) 集団指導 

    原則として、毎年度１回、一定の場所に対象事業者を招集し、講習会方式により

指導を行います。集団指導の資料については、資料の配付は行いませんので、事前

に岡山市事業者指導課ホームページからダウンロードの上、印刷して持参していた

だくようお願いしています。 
  

(2) 実地指導 
    介護サービス事業者等の事業所において、指導担当者が実地により関係書類等の 

確認及びヒアリングを行うことにより実施します。 
   ○指導内容について 
     介護サービス事業者のサービスの質の確保・向上を図ることを主眼とし、人員、

   設備、運営及び介護報酬請求について指導します。（必要に応じて過誤調整を指導 
   する場合があります。） 
   ア 事前に提出を求める書類等（主なもの） 
    ・利用申込者及び家族等に対し交付し説明する「重要事項説明書」 
    ・従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（直近の１か月又は４週間） 
    ・緊急やむを得ず身体的拘束等を行っている入所(利用)者（入所･通所系ｻｰﾋﾞｽのみ） 
       ・自己点検シート（人員・設備・運営編） 
    ・自己点検シート（介護報酬編） その他 
   イ 実地指導日に準備すべき書類等については、実地指導通知文に記載しますが、

    必要な都度速やかに提示できるよう準備をお願いします。 

   ☆自己点検シートの活用について 

    実地指導は、各事業所に毎年実施できるとは限りません。自己点検シートには制

度改正の内容や注意事項などを掲載していますので、事業所の方は必ず年に１回は

自己点検シートによる点検を実施してください。 

 
２ 監査 
   入手した各種情報により、人員・設備及び運営基準等の指定基準違反や、不正請求 

  等が疑われるとき、その確認及び行政上の措置が必要であると認める場合に、介護保 

  険法第５章の規定に基づき実施します。 
    各種情報とは、 
   ①通報・苦情・相談等に基づく情報 
   ②国民健康保険団体連合会、地域包括支援センター等へ寄せられる苦情 
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   ③国民健康保険団体連合会・保険者からの通報 
   ④介護給付費適正化システムの分析により特異傾向を示す事業者情報 
   ⑤介護サービス情報の公表制度に係る報告の拒否等に関する情報 
 
等の幅広い情報です。 
国においても「運営基準違反や介護報酬の不正請求、また、利用者への虐待行為等は、

利用者に著しい不利益が生じるのみならず、介護保険制度全体の信頼を損なうものであり、

引き続き、通報、苦情や国保連合会介護給付適正化システムのデータの活用等により、そ

うした不正が疑われる情報があった場合には、関係部局とも協議の上、監査を実施してい

ただくとともに、不正が確認された場合には、指定取消等の厳正な対応をお願いする。」

としており、指定基準違反や不正請求が認められる場合には、厳正かつ機動的な対応を行

います。  

 
３ 報酬請求指導の方法   
   指導担当者が、加算等体制の届出状況並びに介護報酬（基本単位及び各種加算） 

  の請求状況について、関係資料により確認を行いますが、報酬基準に適合しない取 

扱い等が認められた場合には、加算等の基本的な考え方や報酬基準に定められた算 

定要件の説明等を行い、適切なサービスの実施となるよう指導するとともに、過去 

の請求について自己点検の上、不適切な請求となっている部分については過誤調整と 

して返還を指導します。 

 

４ 業務管理体制に関する監督   
   介護サービス事業者に義務付けられている業務管理体制の整備については、適正な

介護事業運営が確保されるよう、事業者自ら適切な体制を整備し、改善を図っていく

ことが最も重要です。介護保険制度は、国民からの保険料と公費によって、利用者に

必要なサービスを提供し、国民の保健医療の向上及び福祉の増進を図ることを目的と

した公的性格がきわめて強い制度です。この趣旨を、介護サービス事業者は十分認識

する必要があり、特に経営者（陣）の方々は、自ら率先して法令等違反等の未然防止

のための取組を行う責務があります。 

業務管理体制整備に関する届出は、介護保険事業への新規参入時、区分の変更及び

届出事項に変更が生じた際に、その内容を遅滞なく届け出ることとされており、法人

の実施する事業所が岡山市内に集中している場合は、岡山市（事業者指導課）への届

出が必要です。市は一般検査として実地指導に併せて必要な業務管理体制の監査を行

っていますが、業務管理体制の整備に関する届出が未済の介護サービス事業者につい

ては、当該介護サービス事業者が運営する介護サービス事業所等の指定取消等の理由

にもなり得るため、ご注意ください。 

なお、介護サービス事業者の指定事業所等の指定等取消処分相当事案等が発生した

場合に、当該事業者について、不正行為を未然に防止できなかった業務管理体制の不

備の確認・検証を行うとともに、併せて連座制の適用を判断するための不正行為への

  なお、原則として、無通告（当日に通知）で立ち入り検査を実施するなど、 
機動的かつ、より実効性のある方法で行っています。 
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組織的関与の有無の確認を行うために特別検査を実施します。特別検査の実施にあた

っては、組織的関与の有無の検証にとどまらず、不正行為を未然に防止できなかった

業務管理体制の不備の確認・検証を行った上で、介護サービス事業者として不正事案

の再発防止策等適切な改善を求めていくことになります。 

また、厚生労働省が過去に実施した一般検査における主な指導等事項、特別検査に

おける主な指摘事項に係る趣旨は、次のとおりです。 

（一般検査） 

・法令遵守責任者の役割が周知されていないため周知すること。 

・介護サービス事業者が定めている法令遵守規程と実際の運用が異なっているため

改めること。 

・内部通報の処理体制の整備を検討すること。 

・事故・苦情・相談等の報告体制等を定め、報告の中に法令違反に起因するものが

ないか確認し、必要に応じて全事業所に情報提供する等の取組を検討すること。 

 

（特別検査） 

・事業所での問題等を本社（部）で把握できる体制になっていない。または、把握

していても問題解決を事業所に任せており、本社（部）として問題解決にあたっ

ていない。 

・内部通報制度は整備されているが、機能していない。 

・ある事業所の問題が発覚した際に、他の事業所でも同様な事案が発生していない

かの把握を行っていない。 

・虐待や法令等遵守に関する研修が不十分である。 

 

【参考：業務管理体制の届出先区分】 

事業所等の所在状況 届出先区分 

２以上の都道府県の区域、かつ、 

３以上の地方厚生局の区域 
厚生労働大臣（本省） 

２以上の都道府県の区域、かつ、 

１又は２の地方厚生局の区域 

事業者の 

主たる事務所が所在する 

都道府県知事 

１の都道府県の区域 都道府県知事 

１の都道府県の区域のうち、 

１の指定都市の区域 

指定都市の長 

岡山市長 

１の市町村の区域 

※地域密着型サービスに限る。 
市町村長 
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詳しくは：本課ＨＰ「介護サービス事業者の業務管理体制整備に関する届出について」 

 

 
５ 過誤調整の返還指導 
      実地指導等において、過誤調整が必要と思われる場合は、原則として次のとおり取 

  り扱います。 
     ①介護サービス提供の記録が全くない場合は、サービス提供の挙証責任が果たせて 

    いないため返還を指導します。 

     ②報酬算定に係る告示に明記されている基準・加算要件等を満たしていない場合は 

返還を指導します。 

     ③加算報酬上の基準要件を一つでも満たしていない場合や、解釈通知に即したサ 

ービス提供を実施していないことにより加算本来の趣旨を満たしていない場合 

は、返還を指導します。（※監査における不正請求は、保険者から返還命令） 
     ④加算報酬上の基準要件を満たし、解釈通知に即したサービス提供を行っている 

が、不適切な取扱いが認められる場合や、解釈通知に即したサービス提供を実施 

していないものの、加算本来の趣旨を満たしていないとまでは言えない場合は、 

適切な取扱いとなるよう指導します。 
 
   （参照）平成１９年３月１日付 厚生労働省介護保険指導室事務連絡 『「報酬請求

指導マニュアル」に基づく加算請求指導に関するＱ＆Ａについて』 
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２ 令和３年度介護報酬改定の主な事項について＜全サービス共通＞ 

 

 

感染症対策の強化 

【施設系】現行の委員会の開催、指針の整備、研修の実施等に加え、訓練（シミュレーション）の

実施。 

【その他のサービス】委員会の開催、指針の整備、研修の実施、訓練（シミュレーション）の実施

等を義務づける。３年の経過措置。 

 

 

業務継続の取組の強化 

 事業継続計画（ＢＣＰ）等の策定、研修の実施、訓練（シミュレーション）の実施等を義務づけ

る。３年の経過措置。 

 

 

認知症介護基礎研修の受講の義務づけ ※一部サービス除く 

※訪問入浴介護以外の訪問系サービス、福祉用具貸与、居宅介護支援を除く（無資格者がいな

いため） 

   介護に直接携わる職員のうち、医療・福祉関係の資格を有さない無資格者について、認知症

基礎研修を受講させるために必要な措置を義務づける。その際、３年の経過措置期間を設け

る。なお認知症基礎研修については、ｅラーニングの活用など受講しやすい環境整備を行う。 

 

 

ＣＨＡＳＥ・ＶＩＳＩＴ情報収集の推進 

 ＣＨＡＳＥ・ＶＩＳＩＴを活用した計画の作成や事業所単位でのＰＤＣＡサイクルの推進、ケ

アの質の向上の取組を推奨する。 

 

 

介護職員等特定処遇改善加算の配分ルールの緩和 ※加算対象外のサービスを除く 

 平均の賃金改善額の配分ルールについて、「その他の職種」は「その他の介護職員」の「２分の

１を上回らないこと」とするルールは維持した上で、「経験・技能のある介護職員」は「その他

の介護職員」の「２倍以上」とするルールについて、「より高くすること」に緩和する。 

 

 

処遇改善加算の職場環境等要件、当年度の取り組みを求める   

※加算対象外のサービスは除く 

 介護職員処遇改善加算と介護職員等特定処遇改善加算の算定要件の一つである職場環境等要件
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について、以下の見直しを行う。 

  ①職場環境等要件に定める取組について、職員の離職防止・定着促進を図る観点から、以下の

取組がより促進されるように見直しを行う。 

  ・職員の新規採用や定着促進に資する取組 

・職員のキャリアアップに資する取組 

・両立支援・多様な働き方の推進に資する取組 

・腰痛を含む業務に関する心身の不調に対応する取組 

・生産性の向上につながる取組 

・仕事へのやりがい、働きがいの醸成や職場のコミュニケーションの円滑化等、職員の勤務継

続に資する取組 

  ②職場環境等要件に基づく取組の実施について、過去ではなく、当該年度における取組の実施

を求める。 

 

 

介護・育児、仕事の両立支援へ人員配置基準の配慮 

 各サービスの人員配置基準や報酬算定について、以下の見直しを行う。 

  ①常勤の計算に当たり、職員が育児・介護休業法による育児の短時間勤務制度を利用する場合

に加えて、介護の短時間勤務制度等を利用する場合にも、週３０時間以上の勤務で「常勤」

として扱うことを認める。 

  ②常勤換算方法の計算に当たり、職員が育児・介護休業法による短時間勤務制度等を利用する

場合、週３０時間以上の勤務で常勤換算での計算上も１（常勤）と扱うことを認める。 

  ③人員配置基準や報酬算定において、常勤での配置が求められる職員が、産前産後休業や育児・

介護休業等を取得した場合に、同等の資質を有する複数の非常勤職員を常勤換算することで、

人員配置基準を満たすことを認める。 

  ④③の場合において、常勤職員の割合を要件とするサービス提供体制強化加算等の加算につい

て、産前産後休業や育児・介護休業等を取得した当該職員についても常勤職員の割合に含め

ることを認める。 

 

 

ハラスメント対策の強化 

 全ての介護サービス事業者に、男女雇用機会均等法等におけるハラスメント対策に関する事業

者の責務を踏まえつつ、ハラスメント対策を求める。 

 

 

会議や多職種連携におけるＩＣＴの活用 

 各種会議等（利用者の居宅を訪問しての実施を除く）について、以下の取扱いを認める。 

 ①利用者等が参加せず、医療・介護の関係者のみの場合、テレビ電話等での実施を認め 

  る。 
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②利用者等が参加する場合、利用者等の同意を要する。 

 

 

利用者への説明・同意等の見直し 

 ①書面で説明・同意等は電磁的記録による対応を原則認める。 

②利用者等の署名・押印は求めない。その場合の代替手段を明示する。様式例から押印 

欄を削除する。 

 

 

介護職員処遇改善加算（Ⅳ）（Ⅴ）の廃止 

 上位区分の算定が進んでいることを踏まえ、廃止する。その際、２０２１年３月末時点で同加

算を算定している介護サービス事業者については、１年の経過措置期間を設ける。 

 

 

高齢者虐待防止の推進 

 虐待の発生・再発の防止のための委員会の開催、指針の整備、研修の実施、担当者の設置を義

務づける。３年の経過措置。 
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